


会長に木島千華夫氏、会長代理に亀田哲也氏を選出
　　　令和２年12月１日付けで、第47期委員が任命されました。

備　考現　　　　職　（前　　　職）氏　　　　名区分

再任５期弁護士◎木　島　千華夫
公
　
益
　
委
　
員

再任２期弁護士○亀　田　哲　也

再任２期常磐大学総合政策学部教授吉　田　　　勉

新　　任（元茨城県労働委員会事務局長）石　川　和　宏

新　　任茨城大学人文社会科学部教授後　藤　玲　子

再任３期日本労働組合総連合会茨城県連合会会長内　山　　　裕労
　
働
　
者
　
委
　
員

再任４期日本基幹産業労働組合連合会茨城県本部委員長赤　澤　義　明

再任３期茨城県教職員組合顧問吉　田　　　豊

再任３期日本労働組合総連合会茨城県連合会事務局長髙　木　英　見

新　　任茨城交通労働組合執行委員長菅　原　康　弘

再任５期（一社）茨城県経営者協会人事労務相談室長安　田　仁　四使
　
用
　
者
　
委
　
員

再任３期（一社）茨城県経営者協会副会長澤　畑　愼　志

再任３期（株）日立製作所人財統括本部エネルギーＣＨＲＯ
兼日立事業所事業所長曽　根　　　徹

再任２期（株）カスミ常勤監査役生　井　義　雄

新　　任（株）ケーズホールディングス取締役
上席執行役員管理本部長吉　原　祐　二

◎印は会長、○印は会長代理
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新任委員の横顔

石川　和宏

後藤　玲子

菅原　康弘

吉原　祐二

（趣味）美術館巡り

（抱負）県内の労使関係の健全な発展に寄与できるよう、これまでの経験など
を活かして労働委員会委員としての務めを果たしてまいりたいと思い
ます。

（趣味）読書、家族旅行

（抱負）茨城県内の労使関係がより良いものになるよう、労使双方の意見に耳
を傾け、労使の委員と力を合わせて精一杯尽力していきたいと思いま
す。

（趣味）草野球

（抱負）県内の健全な労使関係の発展のため、労働者委員としての立場から、
労使紛争の適正な解決に向けて努力してまいります。

（趣味）モータースポーツ観戦

（抱負）楽しく働くためには、やはり「人間関係」だと思います。
　　　　熱意があっても、やりがいがあっても、「人間関係」が悪いと楽しく

ありません。
　　　　人間関係、労使関係を上手く築きながら楽しく働き続けられる職場が

より多くなるよう努力してまいります。

●●労使紛争解決サービス●●
労働者と使用者間のトラブル！「あっせん」で解決を支援します

　茨城県労働委員会では、解雇やパワハラなどの労働関係のトラブルが起きたときに、話合いで解
決できるようあっせんを行っています。
　労働問題の専門家で経験豊富なあっせん員が、労働者と使用者双方の主張を確かめて、話合いに
よりトラブルが解決されるよう支援します。
　県内の事業所の労働者、使用者どちらからでも申請できます。
　費用は無料で、秘密は厳守します。是非、御利用ください。
○あっせん員………公益代表（弁護士や大学教授など）、労働者代表（労働組合の役員など）、
　　　　　　　　　使用者代表（会社役員など）の公労使各側１名による三者構成です。
○対象となる事例…◇解雇されたが、納得がいかない。撤回してほしい。
　　　　　　　　　◇社員に配置転換を命じたが、理由もなく拒否されてしまった。
　（裁判所で係争中の紛争や、労働基準法等関係法令違反に係る紛争などは対象外です。）

　◎まずは、電話等でお気軽にお問合せください。　
験験験験験験験験験験験験験験験験験験験験験験験験験験験験験

茨城県労働委員会事務局（総務調整課）
　　　　　　　　　　　　　　　TEL　　 ０２９-３０１-５５６３
　　　　　　　　　　　　　　　E-mail　roudoui@pref.ibaraki.lg.jp



　震災からコロナまで

前公益委員 　山 本　圭 子　　　　　　　　　　　　

　この度、５期１０年の任期を満了して公益委員を退任致しました。在任中にお世話になりました委員
の皆様、事務局の皆様にはこの場を借りまして厚く御礼申し上げます。
　振り返りますと、平成２２（２０１０）年１２月に公益委員に就任させていただいて間もない翌２３
（２０１１）年３月１１日の東日本大震災により、茨城県も大きな被害に見舞われました。通信網の混乱
から事務局との電話連絡も途絶え、ようやく連絡がとれた際に、職員の中には、未だ帰宅がかなわな
い方もいらっしゃいました。知事が先頭に立たれて、県をあげての災害対応に身近に接し、公務員の
皆様が県民の生活を大いに支えていることを実感したものです。
　震災後は、しばし公益委員会議も総会も、開催ができない状況となりました。未曾有といわれる災
害からスタートした委員生活でしたが、しばらくは震災の影響を感じさせる相談や事件が多かった記
憶があります。
　その後も、県下は２度にわたり大きな水害に見舞われました。災害発生時の連合茨城様や茨城県経
営者協会様の迅速なご対応は目を見張るものがありました。組織をあげ、全国的な連携により、長期
間にわたって復興を支えてこられたことに頭が下がります。委員活動を通じて、労働組合幹部の皆様
や経営者団体の皆様と親しく交流させていただいたことは、私にとっても財産であり、有り難く存じ
ております。
　公益委員として５期、労働法の研究者としての経験が、多少なりともお役に立ったかは自信があり
ません。在任中に印象の残ったことをいくつかあげておきましょう。
　ひとつは、県下の著名企業において発生したＹ事件の和解とりまとめです。事件当初から、労働者
委員、使用者委員の方が、委員会外でも労組及び使用者側に接触して情報収集をし、信頼を得て説得
を試み、和解の道筋をつけてくださいました。三者構成のありがたみをしみじみ感じました。最終的
に和解が整ったのは御用納めの１２月２８日の晩でした。
　ふたつめは茨城大学での出前授業の実施です。子どもの頃から遊び場にしていた茨大で、労使委員
と職員の方とで、労働委員会の活動を紹介する機会を得られたことは、よい経験となりました。熱心
に受講していただいた学生の皆様にも感謝しております。
　県労委で委員に就任するに当たり、当時の中央労働委員会の菅野和夫会長からは、都道府県労委が
個別労働紛争に取り組むことの重要性をご指導されました。今に至るまで全労委をあげての取組課題
となっております。近年、事務局において、ハラスメントをあっせん対象とする旨の要領の改正をし
てくださったことも有り難く存じております。公労使の三者が介在する労委あっせんの優位性を今後
も発揮していただければと存じます。
　任期最後の令和２（２０２０）年は世界的な新型コロナウイルスのパンデミックが発生し、関東ブロッ
ク会議や全労委がオンライン開催となりました。コロナウイルスによる人の交流の途絶は、労働者が
集って職場の課題を議論をする、労使が交渉するという組合活動の本質を揺るがす事態となっていま
す。労組の中央執行委員会や総会をオンライン開催したり、オンライン団交をするといったところも
出てまいりましたが、そういった知恵や工夫の共有は労使にとって今後の課題となるでしょう。
　震災からコロナまでという波瀾万丈の委員生活でしたが、皆様には大変お世話になりありがとうご
ざいました。茨城県労働委員会に関わられる皆々様の益々のご発展とご健勝を祈念申し上げます。

第４２期～第４６期　茨城県労働委員会委員
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　吾輩はケチである

前公益委員 　岩 間　伸 博　　　　　　　　　　　　

　私は、自分でもケチであると思う。よく言えば倹約家である。
　家にいれば、電灯をこまめに切る。お湯の使い方にも気を配るし、空調は極力、使用を控えるように
している。
　野菜などの食材は、なるだけ使い切るように心がけ、また、スーパーで買い物をすれば、３割引き、４
割引きの総菜などについつい手が出てしまう。
　着るものは、あまり買う機会もないが、今どきの服装をおしゃれに着こなしている人を見ると、少な
からず自己嫌悪を感じることになる。（センスの問題か？）
　かつて、高度経済成長期を経てオイルショックに見舞われた時、省エネ・省資源が盛んに言われ、
無駄を省き効率的に消費生活を営む生活態度を奨励し、「賢い消費者」がキャッチフレーズのように喧
伝されたことがあった。
　当時、一担当として消費者行政に携わっていたことから、スーパーなどに出向いて価格調査をして
いたことなどが自身の生き方に影響しているのかとも思う。はたまた、貧しくものどかな田舎に生ま
れ、戦後が終わりテレビがやっと普及しだしたころ、贅沢はおろかレジャーなどとも無縁な環境に
育ったこと（これは、功罪相半ばすることもある）によるものとも考えられる。

　いずれにしても、自分としては、社会がこれまで高度経済成長期を経て経済合理性と豊かさを追求
しつつ進展する中、そのような世相に適合すべく微力を傾け生きてきたつもりである。
　そのような私が最近気になることは、むやみに富を求める風潮と富の偏在である。米国では格差の
拡大が著しく、僅か１％ほどの超富裕層が国全体の資産の９割を持つとのことである。また、よくあ
る政治や行政に何を期待するかとの調査をすると、多くの場合経済対策、景気対策が最上位に上がっ
ている。
　政治や行政に求めるものについては安易な推測はできないが、世の中が目先の利益に行きがちに
なっていることは随所に見られるところである。

　そのような折、だれにも予想しえなかったコロナ禍が世界を覆う事態になった。この１年ほど、感
染を抑えるために様々な対策を講じてはいるものの感染の再拡大が抑えられない状態が続いている。
　２０２０年１２月時点の世界の感染率は、最も感染者の多い米国が約５％と高く、それに対し日本は
０．１４％、韓国は０．０８％とかなり低いほうである。
　そして、世界の感染率の傾向をみると、北米、欧州、中南米が高くなっている。英、仏、伊など欧
州各国は３％前後の国が多くみられ、またブラジル、アルゼンチン、コロンビアなどの中南米でも３％
前後の国が多い。
　このことは、人口の密集度や人の往来の程度が大きく関係することを示していると思われる。また、
日本などは、儒教的規律が根底にあるという国民性が、感染率の低さに寄与しているのではないだろ
うか。
　未知のウイルスが瞬く間に世界的に流行したことと気候変動や地球温暖化と関係があるかどうかは
わからないが、斯くも発展した生産活動や人の移動の急拡大が地球にダメージを与え、人間社会の持
続可能性が問い直されている折、コロナ後の新たな生活様式とともに、経済規模の飽くなき拡大では
ない、人間らしい生活の質の向上といった価値を主眼とすべき時が来ているように思う。

第４５期～第４６期　茨城県労働委員会委員
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　任期６年間を振り返って

前労働者委員 　山 本　　 勇　　　　　　　　　　　　

　平成２６年１２月より令和２年１１月末まで、労働委員会委員として携わらせていただきましたが、こ
の度、内規に於ける任期満了に伴い、退任ということになりました。在任中は、たくさんの方々から
ご指南いただき、感謝の気持ちでいっぱいです。携わった案件も当初は「賃金･一時金の未払い･不払
い･遅延、金額に関する不満」など、直接的な内容が多かったのですが、段々とハラスメント関係に
伴う解雇･雇止め･労働条件の引き下げ、といった現代ならではの事件が増えてきました。
　もっと昔へ遡ると昭和の時代は、春闘で労働組合と会社側が揉み合いとなり、ストライキを慣行さ
れた状態から、最終的に労働委員会が調停することで決着するのがセオリーだったそうです。歴史の
流れと共に労働委員会の位置付けは様変わりしている部分もありますが、自分が携わらせて頂いた中
で感じたことを、最後に述べさせていただきます。

　そもそも労働委員会は「労働者が団結することを擁護し、労働関係の公正な調整を図ることを目的
として、労働組合法に基づき設置された機関」であり、「労働組合法及び労働関係調整法等に基づき、
労働組合と使用者との間の集団的（若しくは個別の）労使紛争を簡易迅速にかつ的確に解決するこ
と」を目的としていますが、その具体的な任務として労働委員会委員が、どんなことに携わっている
のか、実際知らない方が多いのではないでしょうか。
　まず労働委員会委員は年中、労働問題の解決に直接関与しているわけではありません。例えば街の
消防士と近いものがあるのですが、彼らも常に消火活動へ従事しているわけではなく、地域や学校へ
赴き、火災を発生させないようにする啓蒙活動、現場で迅速に動くための体力づくり・効率的に消火
活動するための知識習得といった自己研鑽、そういった地道な仕事が主となっていると聞いたことが
あります。
　労働委員会委員も一つのテーマに沿った研修会･勉強会、ブロック会議を通しての情報交換、ス
ムーズに解決へ至った成功事例の共有、更には一般の方を対象とした労使関係セミナーや、大学で労
働法を専攻する学生への出前講座など、様々な社会貢献を通し、自らのスキルアップへ繋げた上で労
働相談、あっせんや調停へ臨んでおります。
　あえて違いを明確にするなら、消防士は「絶対的な消火活動」が目標であるのに対し、労働委員会
は「燃え上がってしまった労側･使側の火種を収束するために、それぞれの主張を公平な立場でヒア
リング、お互いの歩み寄りを促しながら自己解決へ導くこと」が目的であります。しかし双方とも
「炎の被害が、それ以上拡大しないよう活動推進していく」という根本的な狙いは変わりません。

　労働委員会の活動を「火消し」に準えて表現させていただきましたが、やはり労使の関係が燃え上
がってトラブルとなる前に、着火しないことが肝要ですし、それが出来るのは労働組合の存在に他な
らない、ということになります。これも例えると地域を守る自営消防団のような位置づけなのかもし
れません。

　今後私は、再び労働組合活動へ専念してまいります。労働委員会委員に就任するときは「これまで
の労働組合運動の経験を活かし、労働委員会活動へ邁進していきたい」という決意を、抱負とさせて
いただきましたが、今回退任するにあたって「労働委員会活動の経験を活かし、労働組合活動へ邁進
していきたい」と原点に返る思いを持って、挨拶とさせていただきます。お世話になりました関係者
の皆さん、大変ありがとうございました。

第４４期～第４６期　茨城県労働委員会委員
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　コロナ禍雑感

前使用者委員 　小 松　美 裕　　　　　　　　　　　　

　令和２年１１月末日をもって使用者委員を退任いたしました。コロナ禍第三波の真最中で、４年半余
りお世話になった方々へのご挨拶も充分にできませんでした。本誌面をお借りして、改めて厚く御礼
を申し上げます。
　このように新型コロナウイルスの影響は社会・経済のあらゆる分野に及び、働き方もずいぶん変わり
つつありますが、この傾向はコロナ禍が収まっても定着し、働き方やオフィスのあり方を変えてしま
うのでしょうか。
　東京丸の内に本社を置く大企業の管理部門に勤務している知人は、コロナ禍によって在宅勤務が
ベースとなって実際に出社することがほとんどなくなり、通勤定期券さえも支給されなくなったとい
うことです。
　またワーケーションの試行や本社機能を地方に移す動きなどもあり、この動きが本当に定着すれば
都市部の通勤混雑の緩和や地方の活性化などにつながり、コロナ禍を逆用したプラスの効果だと言え
るかもしれませんが、困難が去るとすぐに元通りになるというのが日本人の特性だという見方もあり、
楽観視するのは時期尚早と言うべきでしょう。
　しかしこれらの施策は大企業や余裕のある企業だからできることであり、圧倒的にはマイナス面ば
かりというのは当たり前ですが、特に雇用を維持すべく必死に努力しておられる真面目な中小企業の
経営者の方々のご苦労とご心痛は察するに余りがあります。
　さらに気になるのは、新型コロナが影響した解雇・雇い止めや女性の自殺が急増していることです。
女性の自殺の急増とコロナ禍との因果関係は客観的に証明できるものではないでしょうが、令和２年
６月から１１月は連続で前年同月を上回っており（小中高生も同様。本稿作成は令和２年１２月）、何らか
の関係があるとみる方が自然でしょう。
　一人親世帯の貧困の問題も深刻化しつつあると言われています。それでも困窮状況を自ら主張でき
る人に対しては、救済の手段も見つけやすいでしょうが、声が届かない人や声を上げることさえでき
ない人もいることに注意を払う必要があるでしょう。
　医療体制危機の問題は、行政やマスコミによって大々的に報道されていますので、少なくとも問題
の所在は明らかになりつつあり、一部対応も進んでいますが、個別の貧窮問題は行政依存だけでは拾
いきれない部分がどうしても残り、共同体的対応やボランティア活動などが必要とされるのではない
かと思います。「他人の苦痛を軽くしたい」という欲求は、何も医療関係者だけの問題ではないのでは
ないでしょうか。
　コロナ禍が原因で自ら命を絶ったり、育ち盛りの子供が食べるものもろくに食べられない生活を強
いられるなどということは、現代の日本においてあってはならないことであり、一人ひとりが（自分
自身も含め）周りに関心を持って、どんな小さなことでもできることは躊躇なく実行するという気持ち
を持ち続けなければならないと思います。ちょっと意味は違うかもしれませんが、「義を見てせざるは
勇無きなり」ということでしょうか。
　最後に、司馬遼太郎が著書の中で述べている空海の思想の一端を引用し、拙文の締めくくりとした
いと思います。
　『貧しいものには物をあたえよ、富める者には法をあたえよ』（『空海の風景』上巻昭和５０年１０月中
央公論社）

第４４期～第４６期　茨城県労働委員会委員



　令和２年において、労働委員会が取り扱った事件の概況は、次のとおりです。

 １　取扱事件の概況

 ２　活動状況
（１）調整事件（あっせん）
　　令和２年中に調整事件の取扱はありませんでした。

（２）個別的労使紛争に係るあっせん
　①　取扱件数
　　　個別的労使紛争に係るあっせんの取扱件数は２件でした。内訳は、前年からの繰越しが１件

で、新規申請が１件でした。いずれも労働者からの申請でした。
　②　終結件数
　　　係属した事件のうち１件は終結し、１件は翌年に繰り越しました。
　③　取扱事件の概要
　　　◇　令和元年（個）第３号（地方公営企業）（所要日数：５６日）
　　　　　職場内で他職員による嫌がらせを受けたため、職場に対処を求めるも、対応してもらえな

かったとして、①加害者の人事異動、②ハラスメントの再発防止、③ハラスメントが生じた
ことの謝罪及び④解決金の支払いを求め、労働者からあっせんの申請がありました。

　　　　　あっせんにおいて、使用者が遺憾の意を表し、今後、できうる限りの調査を行い、必要に
応じ措置を講じるよう努力すること等を内容とするあっせん案を提示し、労使双方がこれを
受諾したため、本事件は終結しました。

　　　◇　令和２年（個）第１号（医療、福祉）（係属中）
　　　　　新型コロナウイルス感染症疑いにより休職したため、休業手当を支払うこと及び個人情報

を使ったパワーハラスメントを受けたため、謝罪と経済的、精神的、身体的損害に対する損
害賠償の支払いを求め、労働者からあっせんの申請がありました。

　　　　　本件は、翌年に繰り越しました。

（３）公益事業の争議行為予告通知に係る実情調査
　①　取扱件数
　　　公益事業の争議行為予告通知に係る実情調査の件数は１９件で、前年からの繰越しが３件、新

規が１６件でした。
　②　終結件数
　　　係属した１９件のうち、１４件が自主解決により、２件が調査打切りにより、それぞれ終結し

ました。残り３件は紛争当事者が交渉中のため翌年に繰り越しました。

繰越件数終結件数取扱件数区　　　　分
－－－調 整 事 件 （ あ っ せ ん ）
１１２個別的労使紛争に係るあっせん
３１６１９公益事業の争議行為予告通知に係る実情調査
４－４不 当 労 働 行 為 事 件 の 審 査
３６９労 働 組 合 の 資 格 審 査
－－－非組合員の範囲の認定及び告示

８
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（４）不当労働行為事件の審査
　①　取扱件数
　　　不当労働行為事件の取扱件数は４件でした。内訳は、前年からの繰越しが２件、新規申立て

が２件でした。
　②　終結件数
　　　終結した事件は、ありませんでした。
　③　新規申立事件の概要
　　　◆　令和２年（不）第１号事件（教育・学習支援業）
　　　　　被申立人が、申立人に対し、教員会議で発言の機会を与えなかったこと、職務上の面談を

拒否したこと、また、担当授業に関し受講学生へ履修登録を取り消すよう指示する履修妨害
を行ったとし、それらが不利益取扱い等の不当労働行為であるとして、令和２年２月１３日に
救済申立てがあった事件です。

　　　◆　令和２年（不）第２号事件（電気・ガス業）
　　　　　被申立人が、申立人送信の被申立人内の友人への組合加入勧誘のＬＩＮＥメッセージに被申

立人の信用を失墜させる内容があったとして申立人に対し減給の懲戒処分を行ったこと、申
立人組合との団体交渉において不誠実な対応を行ったことが、それぞれ、不利益取扱い及び
支配介入、不誠実団交の不当労働行為であるとして、令和２年１１月１６日に救済申立てが
あった事件です。

　　④　繰越係属事件の概要
　　　◆　平成３０年（不）第３号・令和元年（不）第１号事件（生活関連サービス業）
　　　　　被申立人が、申立人組合執行委員長及び同組合員からのパワーハラスメント通報への対応

を遅延したこと、申立人組合との団体交渉において資料不開示等の不誠実な対応を行ったこ
と及び併存別組合への活動に関与することで申立人組合への支配介入を行ったことが、それ
ぞれ不利益取扱い、不誠実団交及び支配介入の不当労働行為であるとして、平成３０年１１月
９日及び令和元年１１月１１日に救済申立てがあった事件です。

（５）労働組合の資格審査
　①　取扱件数
　　　労働組合の資格審査の取扱件数は９件でした。内訳は、前年からの繰越しが１件、新規申請

が８件でした。
　　　新規申請事由は、２件が不当労働行為救済申立て、１件が法人登記、５件が労働者委員候補
者推薦に係るものでした。

　②　終結件数
　　　取り扱った９件のうち、６件が終結し、すべて適合決定しました。

（６）非組合員の範囲の認定及び告示
令和２年中に申出はありませんでした。

９



Ibaraki Prefectural Labor Relations Commission News March 2021

茨城県労働委員会だより　第５３号　発行日　令和３年３月１日
編集・発行／茨城県労働委員会事務局 〒３１０－８５５５ 水戸市笠原町９７８番６ ＴＥＬ ０２９（３０１）５５６３ ＦＡＸ ０２９（３０１）５５７９
Ｅ－ｍａｉｌ：ｒｏｕｄｏｕｉ＠ｐｒｅｆ.ｉｂａｒａｋｉ.ｌｇ.ｊｐ　ＵＲＬ：ｈｔｔｐ://ｗｗｗ.ｐｒｅｆ.ｉｂａｒａｋｉ.ｊｐ/ｓｏｓｈｉｋｉ/ｒｏｕｄｏｕｉ/ｉｎｄｅｘ.ｈｔｍｌ

○茨城県労働委員会　委員研修会開催○

　労働委員会委員研修会（主催：茨城県労働委
員会）は、労働委員会委員の自己研鑽を目的と
して、労働問題や労働行政等について各界の
専門家から時宜を得た内容の御講演を頂いて
いるもので、昭和５９年から毎年開催しており
ます。
　今年度は、７月１６日に水戸市内において、早
稲田大学名誉教授の清水敏氏を講師にお招き
し、「不当労働行為制度と公務員法の接点」と
題して御講演いただきました。
　委員のほか事務局職員や労使団体職員等、
３０名が出席しました。
　清水氏は、労働法を御専門とされ、特に公務
員の労働関係について深い学識をお持ちでい
らっしゃいます。
　また、平成２２年から２８年まで、文部科学省
大学設置審議会委員を務められましたほか、
群馬県労働委員会において、平成２１年から会

長代理、平成２７年からは会長を務めていらっ
しゃるなど、幅広く御活躍されております。
　今回の御講演では、群馬県労働委員会委員
（会長）としての貴重な御経験談を交えて、事
例や課題についてお話しいただき、講演後は、
活発な質疑応答が交わされました。
　労使紛争解決に取り組んでいる労働委員会
にとって大変参考となり、充実した研修とな
りました。

１０

講　師　紹　介
　早稲田大学名誉教授
　清　水　　敏（しみず　さとし）　氏
昭和５５年　４月　徳島大学教育学部専任講師
昭和５８年　４月　信州大学教育学部助教授
平成　３年　４月　早稲田大学社会科学部助教授
平成　５年　４月　早稲田大学社会科学部教授
平成１８年１１月　早稲田大学常任理事
平成２０年１１月　早稲田大学副総長
平成３０年　３月　早稲田大学定年退職
（平成２１年　４月　群馬県労働委員会会長代理
平成２７年　４月　群馬県労働委員会会長（～現在））

個別的労使紛争のあっせんに係る
労働相談会を開催しました

　茨城県労働委員会では、１０月１日（木）鉾田合同
庁舎において、１５日（木）茨城県庁舎２３階労働委員
会事務局において、２９日（木）土浦合同庁舎におい
て、「個別的労使紛争のあっせんに係る無料労働相
談会」を開催しました。
　労使紛争を解決してきた労働委員会の委員が、
労働問題に関する相談を受け、労働委員会による
あっせんの活用を勧めるなどの様々なアドバイス
を行いました。


